別記様式第１号 (規則第３条関係） 

　　年度　水害に強い安全安心なまちづくり推進事業　交付申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　　　号
　年　　　月　　　日

（宛先） 
   滋賀県知事 


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事業主体所在地
　　　　　事業主体名
　　　　　代表者氏名

発行責任者・担当者
　　氏名
　　連絡先電話番号



　　　年度において、水害に強い安全安心なまちづくり推進事業（宅地嵩上げ浸水対策促進事業・避難場所整備事業）について、○○市町地域防災計画と整合する事業と認められるので、水害に強い安全安心なまちづくり推進事業費補助金　　　　　　　円を交付されるよう、滋賀県補助金等交付規則第３条の規定により、次の関係書類を添えて申請します。 
なお、この申請に当たり同規則第４条第２項各号のいずれかに該当する事実が判明したときは、同規則第16条の規定に基づき補助金等の交付の決定の全部または一部を取り消されても、何ら異議の申立てを行いません。

　　関係書類 
　　（１）事業費の内訳および事業計画の概要（別記様式第４号） 
　　（２）収支予算書（別記様式第５号）
　　（３）実施設計書（別記様式第６号）
  （４）補助対象となる要件を確認できる証明書等
※　(４)は、宅地嵩上げ浸水対策促進事業の要件（居住実態の証明、必要に応じて既存建築物の建築年）を確認するため、住民票、戸籍、登記事項証明書（謄抄本）、登記事項要約書、固定資産課税台帳(家屋課税台帳)等を実施主体が提出。
　　また、避難場所整備事業では、当該避難場所を利用する人数を確認するため、浸水警戒区域に指定された時点で区域内に現存する建築物のうち、条例第15条第１項第１号および第２号の規定に適合しない住居の用に供する建築物に居住する戸別人数および合計人数を整理した資料（申請時点）を実施主体が提出。







                                                                                                                

別記様式第２号 (規則第12条関係）

　　　年度　水害に強い安全安心なまちづくり推進事業　実績報告書

番　　　　　　　号
年　　　月　　　日

（宛先）
   滋賀県知事                     


　　　　　　　事業主体所在地
　　　　　事業主体名
　　　　　代表者氏名

　発行責任者・担当者
氏名
連絡先電話番号



　　　年　　月　　日付け滋　第　　　号で水害に強い安全安心なまちづくり推進事業の交付の決定の通知があった宅地嵩上げ浸水対策促進事業・避難場所整備事業について、滋賀県補助金等交付規則第12条の規定により、その実績について、下記関係書類を添えて報告します。
                          
記

　関係書類
(１) 事業費の内訳および事業実績書（別記様式第４号に準ずる）
(２) 補助事業の成果（別記様式第10号） 
(３) 収支精算書（別記様式第11号）
(４) 事業完了写真
（５）出来高設計書（別記様式第６号に準ずる）
 
                                                             
                     

別記様式３号 (規則第15条関係）

年度　水害に強い安全安心なまちづくり推進事業　交付請求書(概算払)


金		　　　　　　円
 
 
　　年　　月　　日付け滋　　第　　　　号で決定通知があった水害に強い安全安心なまちづくり推進事業（宅地嵩上げ浸水対策促進事業・避難場所整備事業）の補助金を上記のとおり交付されるよう、水害に強い安全安心なまちづくり推進事業費補助金交付要綱第10条第２項の規定により請求します。
 
     　　年　　月　　日                                            
                                                                   
 （宛先）
   滋賀県知事


　　　　　　　事業主体所在地
　　　　　事業主体名
　　　　　代表者氏名

発行責任者・担当者
氏名
連絡先電話番号






















別記様式第４号（第４条関係）

事業費の内訳および事業計画の概要

１　事業の目的



２　事業の内容



３　実施主体



４　経費の配分
　（１）総括表
	
地区名


	
補助事業に
要する経費
(a+b+c+d)
	負　担　区　分
	

備　考

	
	
	国庫
補助金
(a)
	県
補助金
(b)
	
市町費
(c)
	
その他
(d)
	

	



	

	円

	円

	円

	円

	


	計
	
	
	
	
	
	



　（２）内訳表

	
地区名


	
費　目
	
科　目
	
金　額
	
使途内容
	
備　考

	




	


	


	円

	


	



	計
	
	
	
	
	




５　事業完了（予定）年月日　　　　　　　年　　　月　　　日
· 完了年月日は、補助金が交付される年度となるため、できる限り正確に記載願います。

別記様式第５号（第４条関係）                                                    

　　年度　　　　　            事業収支予算書
                                                                             

  1　収入の部                                                                
	区　　　　分
	本年度予算額
（本年度精算額）
	備　　　　　　　　考

	









計

	     　　　　　　　　　　円 









	












                                                                                                
  ２　支出の部                                                               
	区         分
	本年度予算額
（本年度精算額）
	備　　　　　　　　考

	













計

	              　　　　　円 









	












                                                                                                
  この予算は、　　年　　月　　日招集の            議会（総会）において議決されたことを証明する。（計上予定である。）                                                                             
                                                                                                
     　　　年　　　月　　　日                                            
                                           事業・実施主体名                        
                                           代表者名                                   


別記様式第６号（第４条関係）

実施設計書

１　実施主体の概要
	実施主体名
	

	住所
	

	代表者
	

	
連絡先

	所属、役職、氏名、連絡先(TEL/FAX/E-mail)





２　事業の全体概要
	事業実施場所
	

	補助事業に要する経費
	

	補助申請額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	事業の内容
(工法、嵩上げ高など)
	




                                                            
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                                  

	（地方公共団体が建築物を新築する場合にどちらかを丸で囲んでください）
ZEB水準（再生可能エネルギーを除いた一次エネルギー消費量が、省エネ基準の基準値から用途に応じて30%削減または40%削減（小規模（300 ㎡未満）は20%削減）となる省エネ性能の水準）への適合
	有 ・ 無




	事業の工期
	



　※当該事業に係る図面（平面図、立体図等の耐水化を示す図面）、構造計算等を添付のこと。

※建築基準法制定（昭和25年）以前。または、都市計画区域編入以前により、本事業を適用とする場合においては、別紙「宅地嵩上げ浸水対策促進事業の適用判定に係る建築物敷地調書」を添付することとする。

※ZEB水準（再生可能エネルギーを除いた一次エネルギー消費量が、省エネ基準の基準値から用途に応じて30%削減または40%削減（小規模（300 ㎡未満）は20%削減）となる省エネ性能の水準）に適合している場合においては、ZEB水準に適合していることが分かる書類を添付のこと。

別紙
宅地嵩上げ浸水対策促進事業の適用判定に係る建築物敷地調書
	１　建築主住所・氏名
	

	２　調書作成者住所氏名
	

	３　敷地の地名・地番
	

	４　主要用途
	

	５　都市計画区域および
　　区域決定年月日
	・市街化区域
	年　　　月　　　日（都市計画区域）

	
	・市街化調整区域
	年　　　月　　　日（都市計画区域）
年　　　月　　　日（市街化調整区域）

	
	・区域区分非設定都市計画区域
	年　　　月　　　日

	６　敷地の変遷
	造成年月日
	規　　　　　　　　模
	造成の有無
	都市計画法の許可等

	
	新設
　　年　　月　　日
	㎡
	有 ・ 無
	線引前　・　許可等　・　適用除外

	
	増設
　　年　　月　　日
	㎡
	有 ・ 無
	線引前　・　許可等　・　適用除外

	
	増設
　　年　　月　　日
	㎡
	有 ・ 無
	線引前　・　許可等　・　適用除外

	
	増設
　　年　　月　　日
	㎡
	有 ・ 無
	線引前　・　許可等　・　適用除外

	
	計
	㎡
	
	

	７　建築物の変遷
	建築年月日
	規　　　　　　　　模
	棟別用途
	建築確認および検査済証年月日・番号

	
	新設
　　年　　月　　日
	㎡
	
	

	
	
　　年　　月　　日
	㎡
	
	

	
	
　　年　　月　　日
	㎡
	
	

	
	
　　年　　月　　日
	㎡
	
	

	
	計
	㎡
	
	

	８　備考
	


　注　１．３欄は、敷地に含まれるすべての地番を記入してください。
　　　２．５欄は、該当する区域を○印で囲み、区域決定された年月日を記入してください。
　　　３．６欄の都市計画法の許可等の欄は、該当するものを○印で囲み､許可等の場合は許可および検査済証の年月日･番号を記入してください。
また､必要に応じて許可書の写し､検査済証の写し､土地および建物の登記事項証明書等を添付してください｡
　　　４．都市計画法第41条の制限がある場合には、８欄にその制限内容を記入してください。
　　　５．その他必要と認める書類等を添付してください。

別記様式第７号（第５条関係）
                                                                  
　　　年度　水害に強い安全安心なまちづくり推進事業　事業変更承認申請書

番　　　　　　　号
年　　　月　　　日

（宛先） 
   滋賀県知事            


　　　　　　　事業主体所在地
　　　　　事業主体名
　　　　　代表者氏名

　　発行責任者・担当者
氏名
連絡先電話番号



　　年　　月　　日付け滋　　第　　号で水害に強い安全安心なまちづくり推進事業の交付の決定の通知があった宅地嵩上げ浸水対策促進事業・避難場所整備事業について、別紙理由書に記載した理由により、経費の配分および事業計画の概要を変更し、
〔金　　　　　　　円の追加交付・減額承認）を受け〕たいので、水害に強い安全安心なまちづくり推進事業費補助金交付要綱第５条第１項の規定により、関係書類を添えて申請します。

　　関係書類
　　（１）事業費の内訳及および事業計画の概要（別記様式第４号） 
　　（２）収支予算書（別記様式第５号）
　　（３）実施設計書（別記様式６号）


別記様式第８号（第６条関係）                                                     

　　　年度　　　　　　　　　　　　事業遂行状況報告書

番　　　　　　　号
年　　　月　　　日

（宛先） 
   滋賀県知事        


　　　　　　　事業主体所在地
　　　　　事業主体名
　　　　　代表者氏名

　発行責任者・担当者
氏名
連絡先電話番号



　　　年　　月　　日付け滋　　　第　　号で水害に強い安全安心なまちづくり推進事業の交付の決定の通知があった宅地嵩上げ浸水対策促進事業・避難場所整備事業について、　　月末日現在の事業遂行状況を滋賀県補助金等交付規則第10条の規定により報告します。

記

１．事業施行場所　　　
２．事業遂行状況（別記様式第９号のとおり） 
３．事業着手　　　 　 　　年　　月　　日
４．事業完了予定　　　　　年　　月　　日 
                                                                                                 



















· 宅地嵩上げ浸水対策促進事業については、条例第19条第２項の規定による工程調査をもって省略することができる。


別記様式第９号（第６条関係） 
                                                    
事　業　等　遂　行　状　況


　　　　　　　　　          　事業名：水害に強い安全安心なまちづくり推進事業
宅地嵩上げ浸水対策促進事業・避難場所整備事業

1．収支の状況 
  　　　　　　　　　　　　　 　               　　　　事業主体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業施行場所
　　年　　月　　日現在
（1） 収入の部 

	区　　分
	予　算　額
	収入済額
	収入未済額
	摘要

	


計
	円



	円



	円



	






 　(2) 支出の部  
  
	区　　分
	予　算　額
	支出済額
	支出未済額
	摘要

	


計
	円



	円



	円



	






２．事業の状況

	費　目
	工　種
	本年度実施計画
	出 来 高
	進捗率
(B)/(A)
	備考

	
	
	事業量
	事業費(A)
	事業量
	事業費(B)
	
	

	










	










	










	        円










	










	       円










	      %









	












                                                             
                     
· 宅地嵩上げ浸水対策促進事業については、条例第19条第２項の規定による工程調査をもって省略することができる。
別記様式第10号（第８条関係）
                                                                         
補　助　事　業　の　成　果
 
 １．工事出来高調書                                                                                
 
	地区名
（事業主体名）
	工　種
	本年度実施計画高
	同左出来高
	摘要

	
	
	事業量
	事　業　費
	事業量
	事  業  費
	

	
	
	
	直営
	請負
	計
	
	直営
	請負
	計
	

	


	


	


	     円


	     円


	     円


	


	     円


	       円


	       円


	



	計
	


	


	


	


	


	


	


	


	


	




                                                                                                   
  ２．(1)請負および竣工検査調書　　※以下は、避難場所整備事業のみ作成のこと
                                                                     
	地区名
（事業主体名）
	区分
	施行
箇所
	構　造
または
工　法
	事業量
	設計金額
	請負金額
	請負人
氏  名
	着工年月日
竣工年月日
	竣工検査
	契約
方式
	備 考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	検  査
年月日
	検査責任者職氏名
	
	

	


	


	


	


	


	  円


	  円


	


	


	


	


	


	



	計
	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	




                                                                                                   
（注） １．請負契約書に基づき、一契約ごとに記載すること。
 　　　２．請負契約に変更があったときは、設計金額欄および請負契約欄に当該年度の最後の設計金額およびこれに対する請負金額を（　）書きで上段に記載すること。                                  
 　　   ３．随意契約の場合は、備考欄にその事由を記載すること。                                      
 　　   ４．構造または工法の欄には、コンクリートダム、ロックフィルダム、コンクリート三面張水路、U字フリューム水路、アスファルト舗装道路等を記載すること。                                  
 　　   ５．地区名の下に（　）書きで事業主体名を記載すること。                                                                                                  
                                                             
                     

（２）　直営調書　※避難場所整備事業のみ作成のこと
                                                                                                 
	科　　　　　　　　目
	金　　額
	摘　　　　要

	　　材料（資材）購入費
	   　　　　　　　円
	

	    用地買収費および補償費
	
	

	    機械器具費
	
	

	    登記費
	
	

	    その他
	
	

	    
	
	

	計
	
	


                                                                                                 
  ア　材料（資材）購入費調書
                                                                                                 
	品　　目
	品　　質
	数　量
	単　価
	金　　額
	摘　要

	

計
	


	


	        円


	        円


	




                                                                                                 
  イ　用地買収費および補償調書                                                                

	区　　分

	地目および補償物件
(または権利)
	数　量

	金　　額

	摘　要


	

計
	


	


	        円


	




     （注）用地買収費、補償費ごとに金額の合計を記載すること。                 
  
　ウ　機械器具費調書                 
                                                                             
	品　　名
	品　　質
	数　量
	単　価
	金　　額
	摘　要

	

計
	


	


	        円


	        円


	




   （注）摘要欄に型式、取得年月日、耐用年数、期間または時間等を記入すること。
　
　エ　その他                 
                                                                             
	品　　名
	品　　質
	数　量
	単　価
	金　　額
	摘　要

	

計
	


	


	        円


	        円


	




             

オ　財産管理台帳（補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第13条第１号から第３号までの財産）　
※避難場所整備事業のみ作成のこと
                       
	事業名
	地区名
	実施
主体
	名 称
	形状
寸法
	数量
	単価
	取得金額
	検収または
取得年月日
	処分制限期間
	処分の状況
	備　　考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	耐用
年数
	処分制限
年月日
	処分の
種　類
	処分年月日
	補助金
返還額
	

	


























	


	


	


	


	


	  円


	     円


	


	


	


	


	


	      円


	
  年度分

国費　　％
県費　　％



  注）１．数年にわたって施工する施設についても、当該年度で記載すること。備考欄に施工年度を記載すること。                                                                               
      ２．備考欄に当該事業に係る補助率を記載すること。                                           
      ３．取得金額欄は、請負比率で記入すること。（工区ごとに直工／直工合計×請負額とし、財産台帳記載対象外は除き千円単位で記入すること。                                               
                                                             
                     

別記様式第11号（第８条関係）   
                                                                     
事 業 収 支 精 算 書

   １．収入の部 
                                                             
	区　　　分
	本年度精算額
	本年度予算額
	差引増減
	備　　考

	









計

	円










	円










	円










	













  ２．支出の部
                                                               
	区　　　分
	本年度精算額
	本年度予算額
	差引増減
	備　　考

	








計

	円









	円









	円









	













別記様式第12号（第８条関係）
                                                                      
　　年度仕入れに関する消費税等相当額報告書

番　　　　　　　号
年　　　月　　　日

（宛先）
   滋賀県知事         


　　　　　　　事業主体所在地
　　　　　事業主体名
　　　　　代表者氏名

発行責任者・担当者
氏名
連絡先電話番号



  　　年　　月　　日付け　　第　　　　号で水害に強い安全安心なまちづくり推進事業の交付の決定の通知があった宅地嵩上げ浸水対策促進事業・避難場所整備事業について、水害に強い安全安心なまちづくり推進事業費補助金交付要綱第８条第４項の規定により、下記のとおり報告します。           
 
記

1． 滋賀県補助金等交付規則第13条の規定による補助金の額の確定額
　　金　　  　        円 
       （　　年　　月　　日付け　　第　　　　号による額の確定通知額）

2． 補助金の額の確定時に減額した仕入れに関する消費税等相当額
　　金　　　　　　　　円 

３．消費税および地方消費税の申告により確定した仕入れに関する消費税等相当額
金　　　　　　　　円 

４．補助金返還相当額（３－２） 　　　　　　　　         金　　　　　　　　円 









   （注）参考となる資料を添付すること                                                      
